
1 趣旨

2

＜中小企業の範囲＞ 業種に応じて①または②を満たすもの、又はこれらを構成員とする団体又はこれら
に準じるもの

　・支給対象となる取組は、以下の様に、自主的に、一つ以上成果目標を設定し、達成を目指して実施し
　　てください。

＜成果目標 例＞

③就労環境の改善

冷房機 設置 扇風機 組合   作
業      冷風 集中  作業⾏
動範囲 温度 低下         
疲労度軽減 作業効率 向上    

夏期 屋内作業現場 温度 著  ⾼
い状態となり、汗だくで作業する事がしば
    疲労度 ⼤   作業能率 低
下している。

裏⾯     

①⻑時間労働 削
　 減

小 売 業(飲食店含む） ５，０００万円以下 ５０人以下

雇用する労働者の週労働時間数が
６０時間以上の者の割合を５％以
下とする。

雇用する労働者の週労働時間数が
６０時間以上の者の割合が１０％
超

就労環境改善    補助⾦  案内

３００人以下

１００人以下

　京都府内に主たる事務所等を有し、京都府社会保険労務士会が実施する就労環境改善アドバイザー
 派遣 結果 受  ⻑時間労働 是正 年次有給休暇 取得促進 就労環境改善等 取 組 
 ⾏     中小企業等

卸 売 業 １億円以下 １００人以下

サービス業 ５，０００万円以下

３億円以下

 ⻑時間労働 是正等 就労環境 改善    積極的 取組 ⽀援    

 ⻑時間労働 是正等 就労環境 改善 積極的 取 組 中小企業等 補助⾦ 交付  府内
企業の就労労環境の改善を支援

補助対象者・対象要件

業  種 ①資本⾦ 額又 出資 総額 ②常時使用する企業全体の労働者数

　・「成果目標」の達成状況については、評価期間を１月間以上設定し、実績報告書に添付してください。

目 的 成果目標（例） 現状

一般産業（下記以外）

②年次有給休暇 
   取得促進

雇用  労働者 年次有給休暇 取
得日数が８日以上の者の割合を８割
以上とする。

雇用  労働者 年次有給休暇 取
得日数が８日以上の者が５割未満



3
　就労環境改善の取組に要する経費
① 就業規則等 作成 変更

 就業規則（正社員転換制度           奨学⾦返済支援制度等） 整備
 変形労働時間制度 勤務   等 整備
 給与 賃⾦規程 整備

② 所定外労働時間削減    設備導⼊経費(労働時間管理適正化     導⼊等）
 就業管理             等 整備 等

③ 就労環境改善のための設備導⼊（改修）経費

4 補助上限 補助率等
補助額上限 ３０万円 補助率 ２分 １以内

5 申請期間
前期 平成２９年６月１５日（⽊） 平成２９年９月２９日（⾦）
後期 平成２９年１１月１日（⽔） 平成２９年１２月２８日（⽊）

※ 申請される場合には、事前に京都府中小企業団体中央会へご相談・ご連絡ください。

※
希望   ⾦額 交付    場合        御了承願    

※ 平成２６年度 若者等就労環境向上推進事業助成⾦ 平成２７年度就労環境改善助成⾦ 
平成２８年度就労環境改善 職場定着推進事業補助⾦ 受給   場合  原則受給   
     御了承願    

※補助 受    場合 補助事業 係 経理    収支 明確   証拠書類 整備  当該補
助事業 完了  年度 翌年度  ５年間保存       

6 補助対象期間
前期 平成２９年６月１５日（⽊） 平成２９年１２月３１日（日）
後期 平成２９年１１月１日（⽔） 平成３０年１月３１日（⽔）

補助対象経費（京都府内の事業所等において実施される取組が対象となります。）

京都府中小企業団体中央会
（京都市右京区⻄院東中⽔町１７京都府中小企業会館４Ｆ）

TEL０７５－３１４－７１３１／FAX０７５－３１４－７１３０

 暑熱 寒冷又 多湿 屋内作業場     冷房  暖房 通風等 温湿度調節設備

   補助⾦ 予算 範囲内 交付     期間内     募集 終了         

  申請先 問 合  先  



様式第１号

● 派遣期間 ● 派遣回数
    ２回（１回2時間程度）

※申込 平成３０年３月９日（⾦）  
● 派遣費用 無料

● 内容
職場環境の改善（職場づくり、人材育成、雇用の定着、非正規労働者の正規への転換、求人・採用、労働時間
 ⾒直 等） 関        ⾏    
※京都府下にある事業所が対象です。

● 申込み方法
下記申込書にご記⼊の上、京都府社会保険労務士会までＦＡＸにて(075-417-1880)お申し込みください。

就労環境改善アドバイザーの派遣を申し込みます。

〒

（ ）

（ うちパートタイマー 人 ）

労働時間 ⾒直 求人 採用時 留意点
就業規則 賃⾦規程等 ⾒直 正社員  転換制度 短時間正社員制度導⼊  
育児介護制度 整備 人材育成（研修 教育訓練等）制度 整備
働きやすい職場づくり 福利厚⽣ 充実

その他の場合、具体的にご記⼊ください。

① 就労環境改善アドバイザーから訪問日・訪問時間等をご連絡させていただきます。
② アドバイスに要する時間は、２時間程予定しております。
③ アドバイスにより知り得た個人情報、会社情報等につきましては秘密厳守いたします。

】

【ご確認ください】

申込先・問い合わせ先
京都府社会保険労務士会（京都市上京区今出川通新町下る）

TEL０７５－４１７－１８８１／FAX０７５－４１７－１８８０
担当欄※事業所記載不要 【 京都府委託「就労環境改善サポート事業」

相
談
概
要
等

該当する項目に をつけてください。（複数可）

顧
問
社
労
士

従業員
数

人
※いずれかを選択

FAX 

事
業
所
所
在
地

業種

その他の場合は詳細ご記⼊下さい。
TEL 事業

内容

申込年月日 平成   年   月   日
事
業
所
名

（ﾌﾘｶﾞﾅ）
担当者

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 役
職

ア ド バ イ ザ ー 派 遣 申 込 書

就労環境改善アドバイザーの派遣について
 従業員 定着率 ⾼             従業員 雇⽤  際 注意点   等々  企業 悩  専門家
（社会保険労務士） 訪問           就労環境 改善 経営 管理 効率化 是非 活⽤     

平成３０年３月３１日（⼟）  

宿泊業・飲食サービス業 建設業 製造業

運輸業 卸売業・小売業

その他

有 無

無料

医療・福祉


